
 

モニタリング結果報告書 
施   設  県営住宅・借上公共賃貸住宅（相模原地域） 
指定管理者  株式会社 東急コミュニティー        
施設所管課  住宅営繕事務所               

（平成２２年度 上半期） 

管理運営状況総括 
１ 月例報告書によるモニタリングの概況 

報告月 受理日 確認通知日 備考（確認事項等） 

4 月 5 月 10 日 5 月 28 日 概ね良好に行われていた。 

5 月 6 月 10 日 6 月 28 日 概ね良好に行われていた。 
6 月 7 月 9 日 7 月 29 日 概ね良好に行われていた。 
7 月 8 月 10 日 8 月 30 日 概ね良好に行われていた。 
8 月 9 月 10 日 9 月 30 日 概ね良好に行われていた。 
9 月 10 月 8 日 10 月 28 日 概ね良好に行われていた。 

   

２ 指定管理者の選定理由にある取組み等の実施状況 
 

(1) 提案内容の達成度 

  Ａ：提案を上回る Ｂ：提案どおり Ｃ：提案を下回る 

 

(2) 実施状況等 

 

 

   

  ＜提案内容の概要＞ 

・指定管理者は、豊富な管理実績によるスケールメリット、及び組織力と管理運営ノウハウ

を活用して、県民の方々の視点に立った利用者サービスを充実させるため、入居者サービス

向上の一環として、認知症に対する正しい知識をもつように認知症キャラバンメイト・サポ

ーターの育成に取り組むなど、安全で公正な管理運営を行うことなどを提案した。 

 

＜実施状況＞   

・ 入居者からの要望・相談には労を惜しまずきめ細かい対応を図り入居者サービスの向上に努

めていた。 

 

要望・相談への対応        39 件 

夜間・休日等の緊急連絡への対応  86 件 

（様式２）モニタリング結果報告書 

指定管理者の選定に際して、サービスの向上や利用促進の観点から提案された各取組み等につい

て、提案内容の要旨とそれに対応する形で実績を記載する。 



 

３ 収支状況 (県営住宅)                    （単位：千円） 

             注：千円未満を切り捨てているため、合計は一致しません。 

収 入 額 
 支出額 収支差額 

 指定管理料 その他収入 

259,547  259,547 － 259,547 0  年間予算額 

上半期計

（a） 
86,928  86,928 －    71,997   14,931 

下半期計 
－ － －   － － 

（b） 

4 月 8,907 8,907 －   3,123 5,784 

5 月 8,905 8,905 －   10,157  △1,252 

6 月 8,905 8,905 －   8,988 △83 

7 月 20,073  20,073 －   19,191 882 

8 月 20,069 20,069 －   19,699 370 

9 月 20,069 20,069 －   10,836 9,233 

合計 
86,928  86,928 －  71,997 14,931 

(a＋b) 

 (借上公共賃貸住宅)                      （単位：千円） 

収 入 額 
 支出額 収支差額 

 指定管理料 その他収入 

7,119 7,119 － 7,119 0  年間予算額 

上半期計

（a） 
3,560 3,560 － 3,258  302  

下半期計 
－ － －  － － 

（b） 

4 月   593   593 －    543 50 

5 月   593   593 －     543 50 

6 月   593   593 －    543  50 

7 月   594   594 －    544 50 

8 月   593   593 －     543 50 

9 月 594 594 － 543 51 

合計 
3,560 3,560 － 3,259 301 

(a＋b) 

 
 
 
収支状況に関する意見等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（今期に行った資本的な収入及び支出の状況） 

 内容 金額(千円) 

収入の状況   該当事項なし  

支出の状況   該当事項なし  

積立等の状況   該当事項なし  

 
 
 

１ 指定管理者の収入を記載する（県の収入である「使用料」は含まない）。 
２ 「その他収入」は、都市公園の駐車場収入、雑収入、寄付金収入など指定管理料と利用料金以外のすべて
の収入を記載する。 

・半期計欄の収支差額が、収入額又は支出額のうち低い方の額の１割以上プラス又はマイナスとなっている場
合は、その理由を分析し記載するとともに、必要な場合は、対応策も併せて記載する。 
・また、収支差額に 1 割以上プラスが生じた主な理由が、人件費の削減である場合は、年度協定における人員
配置計画と比較し、合理性が認められるか否かを記載する。 
・年間予算額の収支が均衡していない場合は、その理由を記載する。 

収支差額の残額については、上半期における緊急修繕案件の減少によるものと、共益施設

管理業務の支払いが 1 ヶ月ずれ込んだことによるもの。 

収入の状況：定期預金の取り崩し、借入れによる収入があった場合等は、その旨を必ず記載する。 
支出の状況：車両の購入、施設の増改築、また定期預金の積み立てを支出に含めた場合等は、その内容を必ず記載する。
積立等の状況：積立・借入れ等がある場合は、その内容（施設の増改築のための積立・借入れ、定期預金等）、当該期首
及び期末の金額を必ず記載する。 



 

４ 利用状況 (県営住宅) 

 入居世帯数 前年同月利用者数 前年対比増減率 

4 月 ３,８９４世帯 ３,９３０世帯 △０．９％

5月 ３,８９０世帯 ３,９２５世帯 △０．９％

6月 ３,８８５世帯 ３,９２１世帯 △０．９％

7月 ３,８８２世帯 ３,９１８世帯 △０．９％

8月 ３,８７５世帯 ３,９０４世帯 △０．７％

9月 ３,９２２世帯 ３,９２４世帯 △０．１％

利用状況 (借上公共賃貸住宅) 

 入居世帯数 前年同月利用者数 前年対比増減率 

4 月 ６０世帯 ７０世帯 △１４．３％

5月 ５８世帯 ６９世帯 △１５．９％

6月 ５４世帯 ６９世帯 △２１．７％

7月 ５４世帯 ６７世帯 △１９．４％

8月 ５４世帯 ６５世帯 △１６．９％

9月 ５３世帯 ６３世帯 △１５．９％

利用状況に関する意見等 

 

 
半期計欄の前年対比増減率が、１割以上プラス又はマイナスとなっている場合は、その理由を分析し

記載するとともに、必要な場合は、対応策も併せて記載する。 

５ 苦情・要望等の状況 
（施設受付分）                     （施設所管課受付分） 

  口頭 文書  
合計

報告月 対面 電話 手紙 メール アンケート 報告月 口頭 文書 合計

4 月    0 6 6 4 月 1 1 2

5 月    1 7 8 5 月 4 1 5

6 月    0 7 7 6 月 5 1 6

7 月    0 6 6 7 月 1 0 1

8 月 0 7   7 8 月 1 0 1

9 月    0 5 5 9 月 1 0 1

６ 特筆すべき苦情・要望等及び対応状況 
 
 
 

分野 概要 対応状況 

施設・設備   

職員対応   

事業内容   

その他 

・近隣トラブル・動物飼育等の迷惑

行為に対する苦情等について 
・電話、訪問等による注意喚起等を行い、

トラブル等の防止に努めるとともに、動物

飼育については、親戚等への引き取りなど

の説得に努めた。 
 

類似の苦情や要望が多く寄せられたもの、苦情や要望をもとに対応した取組みが利用者に評価されたも

の、苦情や要望のうち対応したいと考えるが、諸般の事情により対応できないものなどを記載する。 



 

 
７ 事故や不祥事等の発生状況 
 
 
 
 
 

発生日 概要・対応状況等 

 該当事項なし 

   

利用者や職員が死傷した場合、業務の実施において法令違反等による指導や処分を受けた場合及び個

人情報や公金の管理等において不適切な取扱い等があった場合は、その概要と対応状況を記載する。

なお、利用者の死亡事故や個人情報の流出等、重大な事故や不祥事が発生した場合は、県庁改革課に

任意の様式により速やかに報告書を提出する。 

 
８ 随時モニタリングの実施状況 
 
 
 

実施日 対応者等 経緯・調査内容 調査結果 

6 月 4 日 

東急コミュニティ

ー（センター長ほか

1 名） 

住宅営繕事務所（入

居管理課、施設管理

課、整備調整課計６

名）  

基本協定に基づき、公金
取扱業務、入居管理に関す
る業務および予算の執行
状況等についてモニタリ
ングを行った。 

一部不適切な執行等が見受けら
れた。今後の職員相互間の執行確
認体制の強化を図るなど、指定管
理業務の適切な執行管理に努める
ように指示した。 

 

事故や不祥事の発生等に伴い、施設所管課が随時モニタリングを実施した場合は、調査内容や結果を記

載する。 

 
９ 上半期の所見等 
 
 
 

1～８の各項目の状況等を踏まえ、指定管理業務をより効果的･効率的に推進する観点から、反省点や改

善策等を記載する。 

収入申告をはじめとする各種入居管理系の事務受付けについて、2 年目を迎えてより

迅速、的確に対応、処理を行うことができた。また、前年度に引き続き高齢者、身体

障害者を対象とした住宅移転にも積極的に取り組みを行った。 指定管

理者 修繕関連については、引き続き見積もり合わせにより極力支出を抑えること、及び予

算執行の見通し精査を随時行うことにより、経年劣化が著しい箇所に対する追加修繕

工事を実施することができるように取り組みたい。 

業務については概ね良好に実施されている。 

入居者サービスについては福祉世帯の増加の傾向なか、サービス向上に向けた一定

の努力が見受けられた。 

施設所

管課 
 

 


